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市からの連絡帳

かけてくれない。このような不服を
持っている方のために「検察審査会」
があります。費用は無料で秘密は固
く守られますので、お気軽にご相談
ください。
　また、検察審査会では１１人の審査
員が事件の審査にあたります。審査
員は、選挙権を持っている皆さんの
中から「くじ」で選ばれます。審査
員に選ばれたときには、国民の代表
としてご協力をお願いします。
　問 立川検察審査会事務局
（札０４２－８４５－０２９２）
◆選挙管理委員会事務局
　保 （札４３８－４０９０）

■明るい選挙啓発ポスター作
品募集
　投票参加など選挙への関心を持つ
よう呼びかけるものや明るい選挙の
取り組みを呼びかけるポスターを募
集しています。優秀な作品には、賞
状と記念品を贈ります。
　対 小学校児童、中学校・高等学校の
生徒（１人１点で自作のもの）
□作品　四つ切り（５４２㎜×３８２㎜）、
八つ切り（３８２㎜×２７１㎜）の画用紙
またはそれに準ずるもの
　申 作品の裏面の右下に、学校名、学
年、氏名（ふりがな）を記入し、９
月１１日晶までに、〒２０２－８５５５市役
所選挙管理委員会事務局へ郵送また
は直接持参。
◆明るい選挙推進委員会・選挙管理
委員会事務局 　保 （札４３８－４０９０）

　６月２日の登録者数が確定したの
で、お知らせします。
□定時登録　男性７万７，１９５人、女
性８万５７０人、計１５万７，７６５人
　３月２日の定時登録者数と比較す
ると、男性４３人増、女性８人増、計
５１人増加しています。
□定時登録の要件
①日本国民であること
②平成元年６月２日以前に生まれた
方
③６月１日現在、引き続き３か月以
上市に居住している方（他市区町村
から転入された方は、３月１日まで
に市の住民基本台帳に記載された
方）
□在外選挙人名簿登録者数
男性１３０人、女性１１４人、計２４４人
□在外選挙人名簿登録の要件
①在外選挙人名簿にすでに登録され
ている方でないこと
②登録申請時に満２０歳以上であるこ
と
③日本国民であること
④在外選挙人名簿の登録の申請に関
し、その方の住所を管轄する領事官
の管轄区域内に引き続き３か月以上
住所を有する方
◆選挙管理委員会事務局
　保 （札４３８－４０９０）

■ごぞんじですか！検察審査会
～検察審査員に選ばれたらご協力を～
　交通事故や詐欺などの被害にあっ
たのに、検察官がその事件を裁判に

 高齢者支援 

■介護保険負担限度額認定証
の更新
　平成２０年度の介護保険負担限度額
認定証（介護保険施設における居住
費・食費にかかる負担軽減の認定証）
の有効期限は６月３０日です。
　７月（平成２１年度）以降も引き続
き認定の継続を希望する場合は、更
新の手続きが必要です。
　対象の方には申請書を送付します
ので、必要事項を記入のうえ、７月
３１日晶までに手続きをしてください。
◆高齢者支援課 　保 （札４３８－４０３０）

 選　挙 

■選挙人名簿登録者数（定時登
録）確定
　選挙人名簿の登録には、年４回
（３月・６月・９月・１２月）に登録
する定時登録と、選挙のつど行う選
挙時登録があります。

でに必ず提出してください。届出が
ないと６月分（１０月支払）からの支
給が停止されます。
　詳細は、市　HP をご覧ください。
◆子育て支援課 　田 （札４６０－９８４０）

■地域子育て支援センターから
～「これから赤ちゃんを
　　　　　 迎える妊婦さんへ」～
　地域子育て支援センターでは、妊
婦さん向けに「赤ちゃんの集い」や
「離乳食講習会」を行っています。
先輩ママから話を聞いたり、実際に
赤ちゃんと触れあい、赤ちゃんを迎
える準備をしましょう。栄養士・保
育士などがお話を伺いますので、気
軽に相談してください。
　詳しくは、各センターへ。
　問 地域子育て支援センター「なかま
ち」（札４２２－４８８２）
地域子育て支援センター「けやき」　
（札４６４－３８２２）
地域子育て支援センター「ひがし」　
（札４２１－９９１３）
◆保育課 　田 （札４６０ー９８４２）

補助金交付額（月額）
平成２１年度　対象基準区分保
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減
費
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助
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無認可
幼児施設

私立幼稚園・
幼稚園類似施設

５,２００円

１１,４００円生活保護を受けている世帯・市民税の所得割額が非課税の世帯１

９,７００円平成２１年度の市民税の所得割額が３４,５００円以下の世帯２

８,７００円平成２１年度の市民税の所得割額が１８３,０００円以下の世帯３

７,６００円平成２１年度の市民税の所得割額が２１６,７００円以下の世帯４

５,２００円平成２１年度の市民税の所得割額が上記課税額を超える世帯５

補助金交付額（年額）平成２１年度　対象基準
（保育所等に通っているもしくは利用している兄姉、または
小学１～３年生の兄姉のいない世帯）

区分

就
園
奨
励
費
補
助
金

幼稚園
類似施設私立幼稚園

４７,２８０円１５３,５００円生活保護世帯１

４７,２８０円１５３,５００円平成２１年度の市民税が非課税世帯２

３５,７６０円１１６,３００円平成２１年度の市民税の所得割額が非課税の世帯３

２７,１２０円８８,４００円平成２１年度の市民税の所得割額が３４,５００円以下の世帯４

１９,０８０円６２,２００円平成２１年度の市民税の所得割額が１８３,０００円以下の世帯５

※「無認可幼児施設」にお子さんを通わせている方および平成２１年度の「市民税の所得割額が
１８３,００１円以上」の方は対象外となります。

補助金交付額（年額）平成２１年度　対象基準
（保育所等に通っているもしくは利用している兄姉、または
小学１～３年生の兄姉のいる世帯）

区分 幼稚園
類似施設私立幼稚園

５２,３２０円１６８,０００円生活保護世帯１

５２,３２０円１６８,０００円平成２１年度の市民税が非課税世帯２

４２,０００円１３５,０００円平成２１年度の市民税の所得割額が非課税の世帯３

３４,３２０円１１０,０００円平成２１年度の市民税の所得割額が３４,５００円以下の世帯４

２７,０００円８７,０００円平成２１年度の市民税の所得割額が１８３,０００円以下の世帯５

※「無認可幼児施設」にお子さんを通わせている方および平成２１年度の「市民税の所得割額が
１８３,００１円以上」の方は対象外となります。

※意見提出の際には、必ず住所・氏名・件名をお書きください。
※匿名でのご意見は受けられません。
※意見に個別に回答はしません。

（仮称）西東京市文化芸術振興条例件　名

　この条例は、地域における文化芸術の振興を目的
とし、すべての市民が心豊かに暮らせるまちづくり
を目指します。

趣　旨

６月１５日捷から
■情報公開コーナー（両庁舎１階）■市　HP 閲覧方法な

ど

市内在住・在勤・在学の方、
市内に事業所のある法人・その他団体対　象

６月１５日捷～７月１４日昇（必着）提出期間
①直接持参、②郵送（〒２０２－８５５５　市役所生活文化
課）、③胃４３８－１７６２、④市　HP から

提出方法

８月（予定）結果公表
生活文化課 　保 （札４３８－４０４０）担当課

皆さんのご意見をお寄せください！！
～市民意見提出手続（パブリックコメント）～

興「負担軽減事業補助金」および「就
園奨励費補助金」の申請
　対 市に住民登録または外国人登録の
ある３歳～５歳児（平成１５年４月２
日～平成１８年４月１日までに生まれ
た幼児）を通園させている保護者の
方。また、満３歳に達した時点で翌
年度の４月を待たずに幼稚園などに
通園させている保護者の方にも補助
金を支給。
□補助金額　下表のとおり
※１人就園の場合および同一世帯か
ら２人以上就園している場合の最年
長者の金額（第２子以降は異なる）
□提出期間　７月６日捷～１０日晶午
前９時～午後５時
　申 ①市内の幼稚園等に通園の場合　
　幼稚園等から配布される「補助金
交付申請書」に必要事項を記入し、

指定された日までに幼稚園等へ提
出。
②市外の幼稚園等に通園の場合　　
　「補助金交付申請書」に必要事項を
記入し、印鑑を持参のうえ、子育て
支援課（田無庁舎１階）、総合窓口係
（保谷庁舎１階）のいずれかへ提出。
□支給時期
◎保護者負担軽減事業補助金
前期分（４月～９月）は１１月下旬
（予定）
後期分（１０月～３月）は３月下旬
（予定）
◎就園奨励費補助金
年額を１月下旬に支給（予定）
※詳しくは「補助金制度についての
説明」や「ご案内」をご覧ください。
◆子育て支援課 　田 （札４６０－９８４１）

■私立幼稚園（類似施設などを含む）園児の保護者の方へ

　この調査は、総務省が実施するもので、事業所および企業の経済活動
の状態を調査し、すべての産業分野の事業所および企業の従業者規模な
どの基本的構造を全国的、地域別に明らかにすることを目的としていま
す。
　調査結果は、国や地方公共団体の経済・社会政策などの基礎資料とし
て、学術研究や企業活動、企業経営などのために幅広く利用されます。
　調査票の配布・回収のために、調査員が６月中旬～７月上旬にかけて
事業所を訪問しますので、ご理解と
ご協力をお願いします。
　回収された調査票は、統計の目的
以外に使用することはありません。
◆総務法規課 　田 （札４６０－９８１０）

平成２１年経済センサス　基礎調査にご協力を


